
【様式第1号】

自治体名：伊豆市

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 138,579,840,202   固定負債 39,597,470,536

    有形固定資産 130,677,189,926     地方債等 25,712,287,646

      事業用資産 35,591,315,702     長期未払金 -

        土地 13,846,804,526     退職手当引当金 3,528,034,533

        立木竹 1,329,965,800     損失補償等引当金 -

        建物 47,003,738,921     その他 10,357,148,357

        建物減価償却累計額 -32,169,041,338   流動負債 3,048,024,985

        工作物 5,777,056,315     １年内償還予定地方債等 2,284,226,011

        工作物減価償却累計額 -4,300,792,288     未払金 336,334,194

        船舶 -     未払費用 4,406,068

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 239,032,303

        航空機 -     預り金 183,570,843

        航空機減価償却累計額 -     その他 455,566

        その他 103,334,937 負債合計 42,645,495,521

        その他減価償却累計額 -103,334,921 【純資産の部】

        建設仮勘定 4,103,583,750   固定資産等形成分 142,932,101,453

      インフラ資産 93,057,103,553   余剰分（不足分） -37,436,262,947

        土地 4,421,843,949   他団体出資等分 -

        建物 1,860,246,166

        建物減価償却累計額 -366,715,969

        工作物 134,843,568,101

        工作物減価償却累計額 -48,637,880,144

        その他 1,841,352,830

        その他減価償却累計額 -1,430,101,134

        建設仮勘定 524,789,754

      物品 5,151,866,649

      物品減価償却累計額 -3,123,095,978

    無形固定資産 763,971,625

      ソフトウェア 105,332,464

      その他 658,639,161

    投資その他の資産 7,138,678,651

      投資及び出資金 594,378,002

        有価証券 -

        出資金 423,946,350

        その他 170,431,652

      長期延滞債権 233,072,869

      長期貸付金 -

      基金 6,356,450,076

        減債基金 613,701,296

        その他 5,742,748,780

      その他 -

      徴収不能引当金 -45,222,296

  流動資産 9,561,493,825

    現金預金 4,536,470,472

    未収金 465,284,471

    短期貸付金 -

    基金 4,352,261,251

      財政調整基金 4,352,261,251

      減債基金 -

    棚卸資産 25,689,418

    その他 200,000,000

    徴収不能引当金 -18,211,787

  繰延資産 - 純資産合計 105,495,838,506

資産合計 148,141,334,027 負債及び純資産合計 148,141,334,027

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：伊豆市

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 138,851,405

    その他 1,543,200

純行政コスト 29,626,180,436

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 5,783,722

  臨時利益 140,394,605

  臨時損失 156,603,874

    災害復旧事業費 150,744,505

    資産除売却損 75,647

    使用料及び手数料 1,094,460,135

    その他 656,835,739

純経常行政コスト 29,609,971,167

      社会保障給付 12,631,711,709

      その他 78,512,636

  経常収益 1,751,295,874

        その他 351,280,589

    移転費用 17,862,725,729

      補助金等 5,152,501,384

      その他の業務費用 569,698,040

        支払利息 164,082,232

        徴収不能引当金繰入額 54,335,219

        維持補修費 608,283,359

        減価償却費 4,362,596,306

        その他 11,975,572

        その他 435,753,529

      物件費等 9,284,047,231

        物件費 4,301,191,994

        職員給与費 2,830,208,183

        賞与等引当金繰入額 237,887,526

        退職手当引当金繰入額 140,946,803

  経常費用 31,361,267,041

    業務費用 13,498,541,312

      人件費 3,644,796,041

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：伊豆市

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 105,504,381,151 139,961,374,492 -34,456,993,341 -

  純行政コスト（△） -29,626,180,436 -29,626,180,436 -

  財源 29,547,078,237 29,547,078,237 -

    税収等 18,005,038,497 18,005,038,497 -

    国県等補助金 11,542,039,740 11,542,039,740 -

  本年度差額 -79,102,199 -79,102,199 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,887,293,946 -1,887,293,946

    有形固定資産等の増加 5,563,331,682 -5,563,331,682

    有形固定資産等の減少 -4,410,341,851 4,410,341,851

    貸付金・基金等の増加 1,733,304,083 -1,733,304,083

    貸付金・基金等の減少 -998,999,968 998,999,968

  資産評価差額 -185,659 -185,659

  無償所管換等 1,080,926,602 1,080,926,602

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -9,698,745 2,692,072 -12,390,817 -

  その他 -1,000,482,644 - -1,000,482,644

  本年度純資産変動額 -8,542,645 2,970,726,961 -2,979,269,606 -

本年度末純資産残高 105,495,838,506 142,932,101,453 -37,436,262,947 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：伊豆市

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 200,114,618

本年度歳計外現金増減額 -17,997,315

本年度末歳計外現金残高 182,117,303

本年度末現金預金残高 4,536,470,472

財務活動収支 2,989,476,223

本年度資金収支額 865,810,559

前年度末資金残高 3,493,157,756

比例連結割合変更に伴う差額 -4,615,146

本年度末資金残高 4,354,353,169

    地方債等償還支出 2,242,906,220

    その他の支出 455,566

  財務活動収入 5,232,838,009

    地方債等発行収入 5,180,524,147

    その他の収入 52,313,862

    資産売却収入 153,913,336

    その他の収入 5,206,911

投資活動収支 -4,911,655,925

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,243,361,786

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,074,961,478

    国県等補助金収入 1,244,288,441

    基金取崩収入 671,552,790

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 6,986,617,403

    公共施設等整備費支出 5,546,277,663

    基金積立金支出 1,440,339,740

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 150,744,505

    その他の支出 4,240,522

  臨時収入 -

業務活動収支 2,787,990,261

【投資活動収支】

    税収等収入 18,127,863,825

    国県等補助金収入 10,034,592,011

    使用料及び手数料収入 1,032,257,134

    その他の収入 657,725,682

  臨時支出 154,985,027

    移転費用支出 17,862,345,634

      補助金等支出 5,152,121,289

      社会保障給付支出 12,631,711,709

      その他の支出 78,512,636

  業務収入 29,852,438,652

    業務費用支出 9,047,117,730

      人件費支出 3,717,837,346

      物件費等支出 4,830,760,149

      支払利息支出 164,082,232

      その他の支出 334,438,003

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 26,909,463,364



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品・・・先入先出法による原価法
ただし、一部の連結対象団体においては、最終仕入原価法によっています。

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 10年～70年
工作物 ５年～60年
その他 　　　５年
物品 ２年～45年

ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。
②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総

額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の
総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上してい
ます。

③損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含
めた将来負担額を計上しています。

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対
応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リー
ス取引を除く）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ．ア．以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来

する流動性の高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、伊豆市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定し
た預金等としています。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていま

すが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差
異が３か月を超える連結対象団体（会計）については、仮決算を行っています。

注　記



２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―

一部事務組合・広域連合 比例連結 19.26%
一部事務組合・広域連合 比例連結 44.83%
一部事務組合・広域連合 比例連結 58.85%
一部事務組合・広域連合 比例連結 7.68%
一部事務組合・広域連合 比例連結 10.95%
一部事務組合・広域連合 比例連結 1.06%
一部事務組合・広域連合 比例連結 1.99%

第三セクター等 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
②一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
③第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体
　を含みます。）は、全部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、
　出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合が25％未満であって、損失補償を付している等の重要性が
　ない場合は、比例連結の対象としていない場合があります。

(２)出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の
係数をもって会計年度末の係数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合
は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

社会福祉法人伊豆市社会福祉協議会

下水道事業会計
簡易水道事業会計

静岡地方税滞納整理機構

温泉事業特別会計

伊豆市沼津市衛生施設組合

駿豆学園管理組合

静岡県市町総合事務組合

静岡県後期高齢者医療広域連合

伊豆市伊豆の国市廃棄物処理施設組合

駿東伊豆消防組合

水道事業会計

団体（会計）名
国民健康保険特別会計
介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計


